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研究成果の概要（和文）：本研究は、所得格差に対する認識が経済評価を形成し、それが政治的な支持にいかに
影響を与えるのかを分析することを目的に進められた。分析のアプローチとしては、（１）ミクロ・レヴェルの
意識調査・実験データを用いるもの、（２）マクロ・レヴェルの世論調査データを用いるものの2種類を計画し
た。一連の研究を通じて、（１）マクロ・レヴェルでの新たな経済評価指標、党派性指標を構築し、（２）ミク
ロ・レヴェルの実験研究による補完も進めたことで、日本においては、（３）党派性が経済評価に先行するもの
の、なおもって政治的な支持に対して経済評価が大きな影響を与えていることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to analyze how voters' perceptions toward income inequality 
shape economic evaluations and how they affect political support. Two approaches to the analysis 
were planned: using micro-level attitude surveys and experimental data, and using macro-level public
 opinion survey data. Through a series of studies, I have (1) developed new consumer sentiment 
indicators and macropartisanship indicators, and (2) complemented them with experimental studies at 
the micro level. Further, (3) although partisanship precedes economic evaluation, economic 
evaluation still has a significant impact on political support in Japan.

研究分野： 政治学

キーワード： 所得格差　経済評価　業績評価　政党支持　党派性　内閣支持　時事データ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
政治行動をめぐる欧米の研究においては、経済投票（economic voting）をめぐる研究が蓄積されている中、と
りわけ有権者の合理性が阻害される認知バイアスに関心が寄せられている。本研究はその研究の流れに応じて、
日本における有権者の党派性バイアスの問題に焦点を絞ったものであり、日本においても、その影響が大きいこ
とを明らかにした。にもかかわらず、日本においては、経済への評価が十分に政治的支持や意思決定を規定する
要因であることも併せて明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
近年の日本においては、所得格差が問題とされ、その是正を望む声は大きい。研究代表者はこ

れまで、有権者の格差に対する認識が外的な刺激に対して脆弱なものであり、その脆弱性の影響
が政治的な意思決定にも及ぶことを、実験的な手法を用いて明らかにしてきた。本研究では、こ
れまでの研究を発展させることで、（i）オンライン上での意識調査に組み込まれる実験（以下、
サーヴェイ実験）によって、所得格差に対する認識を人為的に導き、それが経済評価や政治的な
支持に与える因果効果を測るミクロ分析、（ii）サーヴェイ実験により、政府支持に対して外生的
な操作変数を導き、経済評価が政府支持に与える因果効果を測るミクロ分析、（iii）所得格差に
反応する世論の動態と政党に対する支持の動態の関係を探るマクロ分析を行うことを計画した。 
 
２．研究の目的 
上述「1. 研究開始当初の背景」にあるように、本研究は当初、経済学における所得格差の研究

と、政治学における投票行動の研究を架橋することによって、所得格差と有権者の意思決定の関
係についての信頼性の高い知見を得ることを目的として始められた。また分析に際しては、ミク
ロ・レヴェルでの実験的手法を用いたデータの収集・解析と、マクロ・レヴェルの所得格差をめ
ぐる世論の動態、政党への支持、政府への支持、政策結果の関係の解析、以上大きく分けて 2 種
類の方法からアプローチすることを目指していた。 
しかし研究を進める中で、所得格差の問題にアプローチする以前に、経済投票をめぐる理論の

精緻化と実証分析を進めることの必要性を重視するに至った。そして本研究期間中はもっぱら、
経済評価と政治的支持、投票選択の関係をめぐる研究を進めることになった。そこで研究の具体
的な目的として、有権者の経済評価が政治的支持の関係性を分析すること、そのために経済評価
と政治的支持に関する汎用性の高い指標を構築することを定めた。加えて、それらの指標をもと
に、党派性、経済評価、そして政治的支持をめぐる因果性を特定することも目的に据えた。 
 
３．研究の方法 
当初の目的にも呼応したかたちで、研究の方法は、（１）ミクロ・レヴェルでの実験データと

意識調査データの分析（２）マクロ・レヴェルでの世論調査データの分析に大別される。以下で、
それぞれについて説明する。 
 

（1） ミクロ・レヴェルのデータ分析 
① 経済評価の質問をめぐるサーヴェイ実験：サーヴェイ実験を導入することで、回答者

が現在の経済状態について、従来のように「景気」と尋ねられた場合（統制群）、「経
済」と尋ねられた場合（処置群 1）、2 段階で尋ねられた場合（処置群 2）で、経済評
価の効果が異なるのかを分析した。2 段階で尋ねる場合とは、分岐質問により、「あな
たにとって経済状態は何を意味しますか」と問うた後に、選択された 4 項目に関して
の経済評価を尋ねることを指す。 

② 想起する経済分野に関する分析：意識調査として、有権者が「経済」と尋ねられた際
に、想起する経済の領域は何かを明らかにする研究を試みた（本取り組みは、2015 年
から毎年同様の質問を盛り込んだ意識調査を継続してきたものであり、それ以前から
の関連研究の追試を念頭に置いたものでもあった）。 

③ 個人志向性バイアスに関する分析：既存の選挙に関する意識調査データである Japan 
Election Study (JES)のデータを、1983 年分から利用し、党派性、個人志向の経済評価、
社会志向の経済評価のいずれが投票選択に対して先行するのかを、平均因果媒介効果
（Average Causal Mediation Effect: ACME）の特定を通じて分析した。 

 
（2） マクロ・レヴェルのデータ分析 

① 新しい消費者心理指数に関する分析：時事通信社が毎月実施している内閣支持率・不
支持率、経済評価に関するデータ（以下、時事データ）を用いて、新しい消費者心理
指数の定義を試みた。分析に際しては、導関数型動的時間短縮法（Derivative Dynamic 
Time Warping）距離に基づく時系列クラスタ分析（Time Series Cluster Analysis）を利
用した。 

② 新しいマクロ党派性指標に関する分析：党派性を集積的に表すマクロ党派性
（Macropartisanship）指標に関して、多国間比較が可能な指標化を提案した。分析に
際しては、アメリカ、イギリス、日本、ドイツ、デンマークを事例とし、各国の無党
派層の割合と議会内での有効政党数を加味した算出方法を示した。 

③ 経済状態、経済評価、政治的支持の関係に関する分析：上記（2）①－②の指標を組
み込むかたちで、経済状況、経済評価、党派性、政府への支持をめぐる因果性を検証
するために、ベクトル自己回帰＝線形非ガウス性有向モデル（Vector Autoregressive-
Linear Non-Gaussian Acyclic Model: VAR-LiNGAM）を用いた分析を展開した。 

 



４．研究成果 
 上記「3．研究方法」内の整理に従い、以下で研究成果についてまとめる。 
 
（1） ミクロ・レヴェルのデータ分析 

 
① 経済評価の質問をめぐるサーヴェイ実験：サーヴ
ェイ実験の結果、景気質問（統制群）と経済質問（処
置群 1）で経済評価値に統計的に有意な差は認めら
れないが、分岐質問（処置群 2）では評価値が有意に
低下することが明らかになった（図 1）。経済評価に
関するワーディング、そして質問形式の違いは、経
済評価の程度に影響する可能性があることがまずは
示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1：質問形式ごとでの経済評価の平均値の差 
注 1：各点は平均値、それに付随する縦棒は標準誤差を表す。 
注 2：テューキーの範囲検定の結果は次の通りである。 
組み合わせ 差 p 値 
景気-経済 -0.0228 0.875 
景気-分岐 -0.2660*** 0.000 
経済-分岐 -0.2432*** 0.000 

   注：***：p<0.000. 
 
 また、景気質問、経済質問、分岐質問によって、内閣支持に対する効果量も異なることが示唆
された。従来の景気質問では、分岐質問に比べて効果量が大きく産出されている可能性があるこ
ともわかった（表 1）。 
表 1：構造方程式モデリングを用いた分析結果 

変数名 景気質問 
(1) 

経済質問 
(2) 

分岐質問 
全体 
(3) 

アベノミクス非
想起(4) 

アベノミクス想
起(5) 

【直接効果】     
従属変数：内閣支持     
与党ダミー 
(a1) 

1.382*** 
(0.075) 

1.382*** 
(0.079) 

1.581*** 
(0.081) 

1.616*** 
(0.105) 

1.527*** 
(0.127) 

社会志向 
(f1) 

0.333*** 
(0.040) 

0.347*** 
(0.041) 

0.393*** 
(0.058) 

0.263*** 
(0.080) 

0.513*** 
(0.086) 

個人志向 
(g1) 

0.135*** 
(0.000) 

-0.034 
(0.046) 

0.001 
(0.046) 

0.012 
(0.059) 

-0.021 
(0.073) 

 
②想起する経済分野に関する分析：「経済」と
いうワードに触れた際に想起する経済分野と
して、個人所得が最も大きな割合を占めた（図
2）。また景気と聞いた場合にも、個人所得を
想起する回答者が多く、これまでの社会志向
の経済評価を代理する変数と考えられてきた
景気質問には、個人志向の経済評価の要素が
組み込まれている可能性が示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 

図 2：想起される経済分野の分布 



 
③ 個人志向性バイアスに関する分析：党派性バイアス
は、1983 年以降の各国政選挙年において確認されなか
った。これに対して、個人志向性バイアスは、1983 年
から 2001 年の選挙頃までは確認されなかったが、そ
れ以降の多くの選挙年において認められることが示
された（図 3）。個人のくらし向きから投票選択へとい
う直接的な因果性は限定的であるとしても、身近な経
済状況は社会的なレヴェルの経済状況に対する評価
に影響を与えるかたちで、政権への評価に間接的な効
果を及ぼしていることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 

図 3：個人志向性バイアスに関する平均因果媒介効果推定の結果（2007－2016 年） 
 

（2） マクロ・レヴェルのデータ分析 
 
① 新しい消費者心理指数に関する分
析：新しい指標化により、従来利用され
てきた 1980 年からの内閣府の消費動向
調査をもとにした CSI の推移と十分に
近似した指標を、1963 年からの長期間
にわたって算出できることを示した。
内閣府による月次データでは、2020 年
3 月までの 192 時点分が入手可能なの
に対して、時事データを利用すること
により、477 時点分の観察がつけ加えら
れた（図 4・図 5）。 
  
 
 
 
 
 
図 4：導関数型動的時間短縮法により距

離算出に基づいた時系列クラスタ分析 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5：各経済指標間の比較 
 



 
② 新しいマクロ党派性指標に関する分析：新しい指標は以下の手順により算出される。 

第 1 段階【有効政党数による重みづけ】： = × , where = 1 + . 

第 2 段階【無党派層割合による重みづけ】： = × × . 

第 3 段階【従来指標と 2 段階目指標間の加重平均】： = . 

ここで、 と はそれぞれ 1 段階目と 2 段階目
でのマクロ党派性指標、 は主要政党への支持率、

は有効政党数に基づく重みづけを表す。重みづ
け に関して、 は当該国の政党 i の議席率の 2
乗値を指しており、Molinar(1991)による有効政党

数の算出式に従う。 は政党支持を持つ有権

者と持たない有権者の割合を意味する。最後に、
第 3 段階目は、第 2 段階までの指標と従来型の指
標との間の加重平均を表す。これらの手順により
算出された指標をもとに、アメリカ、イギリス、
日本、ドイツ、デンマークの指標を併記したもの
が、図 6 である。 
 

図 6：マクロ党派性指標の多国間比較 
 
さらに、新しく算出されたマクロ党派性指標をもとに、各国のマクロ党派性を実数和分法

（fractional integration）により分析したところ、二大政党制下よりも、多党制下においての方が
より更新が頻繁になされていることが明らかになった（表 2）。 

 
表 2：実数和分による各国のマクロ党派性指標の比較 

 
 
③ 経済状態、経済評価、政治的支持の関係に関する分析：上記で得られた指標をもとに、日本
における経済状態、経済評価、政治的支持の関係を VAR-LiNGAM 法により分析した。分析の結
果、日本の場合、株価が消費者心理に影響を与え、それが政治的支持としての自民党支持率に影
響を与えることが明らかになった（表 3）。 
 

表 3：VAR-LiNGAM による経済状態、経済評価、政治的支持の関係に関する分析 
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